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中野 (３) は､ 親子の関係性との関わりから子育支援を考察し
ている｡ また､ 子育て支援の施設を拠点として､ その機能や
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学､ 学部､ 学科レベルでの紀要､ 論文集など様々なレベルで
の研究成果の場が想定される｡ また､ 子育て支援の研究分野




















ワードは ｢子育て支援｣ と ｢少子化｣ の２つである｡ その他









｢少子化｣ というキーワードは､ ｢子育て支援｣ という言
葉が台頭してくる以前に､ この周辺領域で多く用いられてき
たキーワードであると考えられる｡
ただし､ 後述するように ｢少子化｣ そのものは､ 社会現象
を指すものであり､ その概念は､ 子育て支援を包括する周辺
領域であると考えられる｡ 本研究では､ 歴史的に ｢少子化対
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ワードを ｢子育て支援｣ として検索を試みた｡ 検索において










分野においては､ 社会学 (含社会福祉学) が最も多く､ つい
で教育学が多い｡ この２分野が子育て支援の研究分野の中核
をなすものと思われた｡















検索においては､ 論文名を ｢少子化｣ を研究課題のキーワー
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が４件､ ｢家族｣ が４件､ ｢経済｣ が４件であった｡ また､






































(３) ｢子育て支援｣ ｢少子化｣ 及び ｢子育て｣ をキーワー
ドとした研究課題
上記データベースを用いて標題について､ ｢子育て支援｣
及び ｢少子化｣ というキーワードで検索を行った｡ 該当件数
が少ないのでさらに､ ｢子育て｣ のキーワードも加えた｡
その結果､ 順に０件､ ３件､ ６件が該当した｡ 該当件数が
ごく少ないので論文のテーマ等からはその動向を示唆するこ
とは難しい｡ しかし､ 昨今､ あれほど取り上げられている























研究所 短期大学 ４年制大学 その他






























誌であり､ 収録論文数は約38万件である｡ また､ 機関種別は､
｢国立大学・公立大学・私立大学・短期大学・高等専門学校・
その他の機関 (学会, 研究所など)｣ である｡
(３) ｢子育て支援｣ をキーワードとした研究課題
子育て支援に関連する研究がどのような分野､ 種類に及ん
でいるのかを知るために､ 上述の ｢研究紀要ポータル｣ を用
いて直接的なキーワードの ｢子育て支援｣ ｢少子化｣ を含む
テーマの検索を試みた｡
まず､ 検索において､ 論文名を ｢子育て支援｣ をキーワー
ドに含むものを抽出した｡ その結果､ 59件が該当した｡ 論文
の発行年は､ 表４－１の通りである｡ 論文の特に多い1998年
は､ その年度の厚生白書において､ ｢少子社会を考える｣ を












まず､ 最も多かったは ｢保育｣ のキーワードで16件であっ
た｡ ｢保育所｣ ｢保育者｣ など保育所を取り巻く子育て支援の
研究が盛んに行われていることが伺われる｡ 一方で､ ｢幼稚
園｣ のキーワードは､ ５件である｡ ｢子育て支援にみる幼稚
園教育の課題｣ などのように､ 今後の幼稚園における子育て





その他 ｢地域｣ ｢市｣ などの特定の地域に限定した研究も




検索において､ 論文名を ｢少子化｣ をキーワードに含むも




また､ 掲載紙の種類は､ 表４－５の通りである｡ 大学の紀
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まず､ 最も多かったは ｢社会｣ のキーワードで11件であっ
た｡ その他 ｢政策・施策｣ ｢高齢｣ などが多く使われている｡
発行機関などを見ても､ 人口問題研究所や経済､ 社会学の
学会等などが多く､ ｢子育て支援｣ の研究のように保育､ 教
育の分野ではなく､ 社会学､ 経済学の分野から少子化を捉え
ていることが伺われる｡
逆に､ ｢少子化対策｣ は２件､ ｢幼稚園｣ は１件､ ｢地域｣
｢市｣ ｢保育｣ などのキーワードは０件であった｡ ｢子育て支
援｣ の研究の中心テーマである ｢保育｣ 問題については､
｢少子化｣ をキーワードにした研究では､ 少なくともテーマ






























大きな転換点は､ 1998年～1999年であり､ 1998年には､ 厚
生白書において ｢少子社会を考える：子供を産み育てること
に 『夢』 を持てる社会を｣ と題して､ 保育施策だけでなく､
地域の子育て支援や子育て相談について取り上げている｡





そして､ さらなる転換点として､ 2002年には､ 厚生労働省



















1992 1993 1994 1995 1996 1997
1 2 4 0 1 5
1998 1999 2000 2001 2002 2003































① 科研費採択課題を用いた結果では､ ｢子育て支援｣ に関
する研究は､ 社会学や教育の分野を中心にまとまりをもちつ
つも､ 多様な分野で研究がなされている｡ また､ ｢少子化｣
に関する研究は､ 社会学の分野が最も多いが､ その他は､ 教
育､ 心理､ 経済､ 看護などの ｢子育て支援｣ に関する研究よ
りも､ さらに広がりをもっている｡
② 学位論文を用いた結果では､ ｢子育て支援｣ に関する研
究は皆無であり､ 実証的な研究以外にも､ 今後､ 学術的に価
値のある基礎的､ 概念的な子育て支援の研究が多く出ること
が望まれる｡




保育者､ 保育所など ｢保育｣ を用いた研究が最も多く､ つい
で ｢親｣ とあるように保育分野での実証的な研究が多いこと
が推測される｡
また､ ｢少子化｣ に関する研究は､ ｢社会｣ や ｢政策・施策｣











このような ｢子育て支援｣ と ｢少子化対策｣ の概念の関係
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このように近年の子育て支援に関する諸施策は､ 少子化現象の加速化によって､ 歴史的にもさまざまに変化してきた｡ そのため
｢子育て支援｣ という研究の概念も歴史的な影響を受けつつ研究者に用いられてきたのではないかと推測される｡ 本調査では､ ｢子育
て支援｣ ｢少子化対策｣ といったキーワードを同一概念として用いてきたが､ 本来は歴史的な流れの中でその意味も多様性を帯びて
用いられていると推測するのが妥当と思われる｡
表５－１ 近年の子育て支援関連施策 (９)
1990年 6月 厚生省統計情報部､ 前年 (1989年) の合計特殊出生率を発表： ｢1.57ショック｣
1990年 8月 内閣内政審議室に ｢健やかに子どもを生み育てる環境づくりに関する関係省庁連絡会議｣ 設置
(関係14省庁を集めて発足､ 現行施策などに関する報告書を提示)
1991年 1月 政策指針 ｢健やかに子どもを生み育てる環境づくりについて｣ とりまとめ
1991年 5月 児童手当法一部改正 (支給対象：第２子以降､ 義務教育就学前まで→第１子から､ ３歳未満)
1991年 5月 育児休業法成立 (1992年４月施行)
1992年11月 経済企画庁 『国民生活白書』 (1992年版) ： ｢少子社会の到来､ その影響と対応｣
1994年 4月 子どもの権利条約を批准 (子どもの最善の利益を図るなど､ 子どもの権利擁護をめざす)
1994年12月 ｢今後の子育て支援のための施策の基本的方向について (エンゼルプラン)｣ (文部､ 厚生､ 労働､ 建設４大臣合意) 策定
｢当面の緊急保育対策等を推進するための基本的考え方 (緊急保育対策等５カ年事業)｣ (大蔵､ 厚生､ 自治３大臣合意) 策定
1995年 4月 育児休業給付 (賃金の25％) 支給開始
1995年 6月 ｢児童計画策定指針について (地方版エンゼルプラン)｣ を通知 (厚生省から自治体に通知､ 各自治体に計画策定を求める)
1995年10月 育児・介護休業法施行
1997年 6月 児童福祉法等一部改正 (1998年４月施行)｡
1997年10月 人口問題審議会報告書 『少子化に関する基本的考え方について：人口減少社会､ 未来への責任と選択』
1998年 4月 改正児童福祉法施行 (以下３点を柱とする児童家庭福祉制度の見直し) ：①保育制度の見直し (保護者の保育所選択を可能に､
保育料負担方法の見直し､ 放課後児童健全育成事業の法制化など)､ ②児童自立支援施策の充実 (児童家庭センターなど相談・
支援施設の活動強化など)､ ③母子家庭支援策の見直し (母親の雇用促進を中心とした施策の実施) など
1998年 6月 厚生白書 (1998年版) ｢少子社会を考える：子供を産み育てることに ｢夢｣ を持てる社会を｣
1998年12月 総理大臣主宰 ｢少子化への対応を考える有識者会議｣､ ｢夢ある家庭づくりや子育てができる社会を築くために｣ 公表｡
1999年12月 少子化対策推進関係閣僚会議 ｢少子化対策推進基本方針｣ 発表 (｢有識者会議｣ の提言の趣旨
を踏まえ､ 政府が中長期的に進めるべき総合的な少子化対策の指針として策定)
1999年12月 ｢重点的に推進すべき少子化対策の具体的計画 (新エンゼルプラン)｣ ( ｢基本方針｣ に基づく
重点施策の具体的実施計画として､ 大蔵､ 文部､ 厚生､ 労働､ 建設､ 自治６大臣合意により策定)
2000年 6月 改正児童手当法施行 (支給対象を義務教育就学前まで延長
2000年11月 ｢健やか親子21検討会報告書：母子保健の2010年までの国民運動計画｣ 公表
2001年 1月 休業中の所得保障､ 休業前賃金の40％相当額を雇用保険から給付
2002年 9月 厚生労働大臣 ｢少子社会を考える懇談会｣ 懇談会､ 中間報告
2002年 9月 厚生労働省 ｢少子化対策プラスワン｣ 発表
2003年 7月 次世代育成支援対策推進法および児童福祉法改正法成立
2003年 7月 少子化社会対策基本法成立 (9月施行)
について､ 歴史的な変遷の中でその変化を捉えていくと､ 図
６－１のような構図になると考えられる｡
図の上部に示された ｢従来｣ とは､ 1990年代前半頃である｡
この時期の ｢少子化対策｣ は､ 少子化現象による子どもの減
少を止めることを主目的とする国の視点に立った施策であっ
たと推測され､ 具体的には､ 延長保育や乳児保育など､ 保育
対策が中心の施策であった｡ その場合､ 専業主婦を含めた子
育てに悩む親の側の視点は弱かったものと思われる｡
一方､ 図に示された ｢子育て支援｣ は､ それとは反対にす
べての親のニーズに対応した施策であると仮定すると､ 子育
て不安の軽減や､ 子どもを生み育てやすい社会など､ 親の視
点に立った支援であると思われる｡ 歴史的にも､ 当初は､ 図
の上部にみられるように､ 両者は､ 乖離していたと考えられ




それに対して､ ｢現在｣ (2004年) にあたる図の下部では､
｢少子化対策｣ と ｢子育て支援｣ はともに重なる部分が多く
なっている｡ これは､ 現在の親の視点に立った ｢少子化対策｣





実際には､ ｢少子化対策｣ と ｢子育て支援｣ は､ 重複する
問題であり､ 両者を切り離して施策が展開することはあり得




















































(２) ｢少子化社会対策基本法｣ (2003.7.30公布､ 同年9.1施





る｡ 後者は､ 急速な少子化の進行を踏まえ､ 次代の社会を担
う子どもが健やかに生まれ､ 育成される環境を整備するため､
国や地方公共団体による取組とともに､ 事業主も仕事と子育
ての両立を図るために必要な雇用環境の整備等を進めるため
の行動計画を策定・実施することとされている｡ また､ 一般
事業主行動計画の部分は､ 2005年４月１日施行そして､ 2015
年３月31日までの時限立法となっている｡
(３) 中野由美子 親子の関係性の変貌と子育て支援の方向
性,家庭教育研究所紀要No.24,p28-39,財団法人 小平記念日
立教育振興財団 日立家庭教育研究所,2002
(４) 吉見昌弘 地域における子育て支援システムに関する
研究－地域子育て支援センターの現状と連携・情報システム
のあり方について－, 県立新潟女子短期大学研究紀要第39
集, p37-45,2002
(５) 久保桂子 働く母親の個人ネットワークからの子育て
支援,日本家政学会誌Vol.52 No.2,p135-145,2001
(６) 江口愛子・森未知 子育てネットワーク等子育て支援
団体についての情報提供の在り方に関する調査研究,国立女
性教育会館研究紀要Vol.7,p109-117,2003
(７) 高橋千草・河野真紀・岩立京子 子育て支援活動が虐
待傾向をもつ母親と子どもに及ぼす影響 保育学研究第40巻
第１号,p21-28,2002
(８) 八重樫牧子 厚生白書における子育て支援,川崎医療
福祉学会誌Vol.8 No.2,p365-374,1998
(９) 少子化情報ホームページより一部改編
http://www.ipss.go.jp/syoushika/syindex.htm 2004.5
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